


















































ッサンス 21事業，佐世保競輪場及び福石中学校付近が再生水事業の対象地

域に含まれているのかを明らかにするよう求めている（原告ら第4準備書面

第7の2(2）ないし（4）・ 20ページ）。

原告らの指摘する青果市場等は，佐世保市再生水事業の区域図（乙A第 1

5号証2-4-2参考資料18ページ）及び乙B第 25号証のとおり，再生

水事業の対象地域に含まれている。

(2）また，原告らは，平成 19年水需要予測において 50 0立方メートル／日

の利用を見込んでいた中水道計画が，その後の実績では 70立方メートル／

日にとどまり，将来の上昇を見込んだ平成24年水需要予測においても 15 

0立方メートル／日にしかなっていないということは 上水道の利用量もそ

れに匹敵するほど少ないということであるなどとした上で，この点からも佐

世保市の水需要予測ので、たらめさが明らかになっている旨主張する（原告ら

第4準備書面第7の2(5）・ 21ページ）。

しかし，かかる原告らの主張は，再生水の使用量と上水道の使用量とが，

比例関係にあることを前提にしているものと解されるところ，被告第 1準備

書面第 3の3(3）イ（イ） ( 2 5及び26ページ）で述べたとおり，再生水事業

においては，再生水と上水道とは，原水，処理水質及び供給目的が異なるこ

とから，処理施設から供給施設までの全ての施設が別系統にて整備されてい

る。また，再生水は， トイレ洗浄等に用途が限定されるものであるところ，

その用途に再生水が使用されない場合は，上水道を使用することになるので

あるから，再生水の利用が少なければ，水道水の利用も少ないという比例関

係に立つものとはいえない

したがって，再生水の使用量と上水道の使用量は比例関係にはなし、から，

原告らの主張は，その前提を誤っており，失当である。

(3）さらに，原告らは，佐世保市が，大型店舗やマンションなどに中水道処理

施設を設けるときに補助金を拠出するなど，中水道の利用促進のために費用
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を出して，水道利用者の負担を減らすという佐世保市の努力により，中水道

の水量を増やすことができる旨主張する（原告ら第4準備書面第 7の 3(2) 

. 2 1ページ）。

しかし，再生水を活用で、きる大きな新規需要が見込めないにもかかわらず，

再生水事業を拡大したとしても 施設の整備及び維持に必要な費用に見合う

だけの収益を上げることはできないのであるから，佐世保市が，新規需要の

有無－を度外視して，補助金等を拠出して再生水事業を拡大することは，単な

る赤字経営を招く結果となる。現状においても，新規の利用が見込めず，既

存の再生水事業の継続さえ困難な状況となっている中で，新たに中水道事業

を推進することは，更なる事業収支の悪化を招くものである。

原告らの主張は，佐世保市が再生水事業を拡大した後の事業収支を考慮、し

ない，非現実的な主張で、あって，失当である。

(4）加えて，原告らは，多額の税金を使って石木ダムを造るならば，それより

もはるかに少ない金額で中水道整備はできると主張する（原告ら第4準備書

面第7の3(3）・ 21ページ）。

しかし，答弁書第6の5(2）ア（ウ） b (d) ( 7 0及び 71ページ）で述べた

とおり，佐世保市の平成36年時点での計画取水量が 11万70 0 0立方メ

ートル／日であるのに対し，保有水源量が 7万70 0 0立方メートル／日で

あり，不足分である 4万立方メートル／日を新規開発水量として確保する必

要がある。原告らの主張からすれば，計画取水量の 3分の 1以上を占める 4

万立方メートル／日もの水量を再生水で賄うことになるが，前記（2)

( 2 6ページ）で述べたとおり，再生水の用途はトイレ洗浄等に限定される

のであるから，再生水に対する 4万立方メートル／日もの需要が存在せず，

石木ダム建設による水源確保の必要性が否定されないことは明白である。

したがって，原告らの主張は，再生水事業の拡大により 4万立方メートル

／日の水源の不足を賄うという 実現可能性のない計画を推進すべきとする
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ものであり，失当である。

6 計画負荷率について

(1）原告らは，計画負荷率の設定が，過去の水需要予測から変化していること

を捉えて，佐世保市に都合のよい数字を採用している旨主張する（原告ら第

4準備書面第8の2③・ 22ページ）。

(2）しかし，被告第 1準備書面第 2の2(1) ( 5及び6ページ）で述べたとお

り，水需要予測は，過去の水需要予測からの時点修正で対応することができ

るものではなく，過去の実績，現存する各計画，経済情勢や企業動向等の各

要素に基づき，評価時点における最新の予測を行うものである。かかる水需

要予測の性質から，計画負荷率の設定が，過去の水需要予測から変化するの

は当然のことであり，過去の水需要予測からの変化をもって，佐世保市に都

合のよい数字を採用しているということはできない。

したがって，原告らの主張は，失当である。

7 安全率について

(1）原告らは，被告が，平成 24年水需要予測において，過去のものとは異な

る安全率を採用した理由を主張しないのは，合理的理由がないからである旨

主張し，また，被告に対し，過去の安全率の実績の提出を求めている（原告

ら第4準備書面第9の2ないし4 ( 2 3ページ）。

(2）しかし，前記第2の2(1) ( 1 6ページ）で述べたとおり，認定庁は，本

件事業認定時における最新の知見である平成 24年水需要予測の内容が適正

であるかを審査すれば足り，過去の水需要予測の内容との比較が必須となる

わけではない。また，設計指針において，安全率の設定に際して実績を考慮

するともされていない。

したがって，原告らの主張は失当であり 過去の安全率の実績を提出する

要を認めない。
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第4 結語

以上のとおり，原告ら第1準備書面及び第4準備書面における主張は，いず

れも失当であり，佐世保市に裁量の逸脱又は濫用があったとは認められないこ

とから，原告らの請求は，速やかに棄却されるべきである。
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